
資料 10

第７４回総合科学技術会議議事録（案） 

 

１．日時   平成２０年４月１０日（木） １７：３０～１８：３０ 

 

２．場所   総理官邸４階大会議室 

 

３．出席者 

  議 長  福田 康夫  内閣総理大臣 

  議 員  町村 信孝  内閣官房長官 

   同   岸田 文雄  科学技術政策担当大臣 

   同   増田 寛也  総務大臣（代理 佐藤総務副大臣） 

   同   額賀福志郎  財務大臣（代理 遠藤財務副大臣） 

   同   渡海紀三朗  文部科学大臣 

   同   甘利  明  経済産業大臣 

   同   相澤 益男  常勤（元東京工業大学学長） 

   同   薬師寺泰蔵  常勤（慶應義塾大学客員教授） 

   同   本庶  佑  常勤（京都大学客員教授） 

   同   奥村 直樹  常勤（元新日本製鐵（株）代表取締役 副社長、技術開発本部長） 

   同   郷  通子  お茶の水女子大学学長 

   同   榊原 定征  東レ（株）代表取締役社長 

   同   石倉 洋子  一橋大学大学院国際企業戦略研究科教授 

   同   金澤 一郎  日本学術会議会長 

  臨時議員 若林 正俊  農林水産大臣 

   同   鴨下 一郎  環境大臣（代理 桜井環境副大臣） 

 

４．議題 

（１）革新的技術戦略中間とりまとめ 

（２）環境エネルギー技術革新計画中間とりまとめ 

（３）科学技術外交、科学技術振興調整費の配分方針等について 

（４）最近の科学技術の動向「情報爆発時代に向けた省エネルギー技術」 
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５．配付資料 

資料 １－１    「革新的技術戦略」中間とりまとめ 

資料 １－２    革新的技術戦略中間とりまとめ 

資料 ２－１    「環境エネルギー技術革新計画」 

            環境エネルギー技術革新計画ＷＧ中間とりまとめ 

資料 ２－２    環境エネルギー技術革新計画中間とりまとめ 

資料 ３－１－１  科学技術外交の強化に向けて（中間とりまとめ） 

資料 ３－１－２  科学技術外交の強化に向けて（中間とりまとめ） 

資料 ３－１－３  科学技術外交を強化するための政府の具体的な取組について 

資料 ３－２－１  平成２０年度の科学技術振興調整費の配分方針 

資料 ３－２－２  平成２０年度科学技術振興調整費による 

            「重要政策課題への機動的対応の推進」課題の指定について 

資料 ４      最近の科学技術の動向「情報爆発時代に向けた省エネルギー技術」 

資料 ５      第７３回総合科学技術会議議事録（案） 

 

６．議事 

【岸田議員】 

  ただいまから、第７４回「総合科学技術会議」を開会いたします。 

  本日は、財務大臣の代理として遠藤財務副大臣、後ほど到着かと思いますが。そして、総

務大臣の代理として佐藤総務副大臣に、そして臨時議員として若林農林水産大臣に、同じく

臨時議員として環境大臣の代理で桜井環境副大臣に御出席をいただいております。 

  本日は、お手元の資料にありますとおり、４つの議題を予定しております。 

 

 

（１）革新的技術戦略中間とりまとめ 

【岸田議員】 

  それでは、早速議題１の「革新的技術戦略中間とりまとめ」に入ります。 

  総理が施政方針演説で言及され、１月の総合科学技術会議において経済財政諮問会議と連

携しながら検討するように御指示いただいた「革新的技術創造戦略」について、有識者議員

の方々に御検討いただき、「革新的技術」の候補を選定し、その推進方法や、将来の「革新
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的技術」を持続的に生み出すための環境整備について、中間とりまとめをしていただきまし

たので、「資料１－１」に基づき、相澤議員より御説明をお願いいたします。 

 

【相澤議員】 

  それでは、パワーポイントの資料になっている方を御覧いただきたいと思います。 

  ここで革新的技術と申しますのは、世界トップレベルにあり、しかも、大きな経済的、社

会的インパクトを与える可能性がある、そういうことを秘めた技術である、こういうことで

定義をしております。こういうものが日本にいろいろとありますが、それらが本当の意味の

社会的なイノベーションを起こすところまで至っていない。それをどうするかというのが、

ここの課題であります。こういうことによって経済成長と豊かな社会を実現することが目的

であります。 

 革新的技術と考えられるものを３つの分野に分けて考えております。その１つは産業の国

際的な競争力を強化するのに強いインパクトを与える技術であります。これは、日本が今ま

で非常に強い分野として展開してきた、例えば自動車、それからエレクトロニクス、素材、

こういうような革新的な技術は、今でも日本を支えているわけであります。しかし、欧米だ

けではなく、今新興国が次々とすごい勢いで追い上げてきています。そこで、今後さらに強

化すること、それからこれから新しく出てくるような分野の技術、こういうものをどうする

かというのが、この１つのグループのところであります。 

  第２番目は、健康な社会構築を目指すという分野であります。この中で典型的な例は、最

近大変な注目を集めておりますｉＰＳ細胞技術でありまして、再生医療技術が革新的につく

られていくであろうと期待されます。これは日本の国にとってリーディング・インダストリ

ーとしてこれから育成していくべきであります。 

  ここで２つの例を最後のスライドに掲げてありますが、その１つは再生医療技術、もう一

つは知能ロボット技術であります。知能ロボット技術は、今産業用ロボットとして世界トッ

プクラスでありますが、それを生活支援ロボットに展開し、新しい産業分野を開いていこう

とするものであります。 

  そのほか、日本と世界の安全保障を確立していく、このための革新技術。この中にはいろ

いろなものがあるわけでありますが、資源・エネルギーのいろいろな制約を払い退けて新し

い日本の経済と環境を両立させようという分野であります。 

  国家基幹技術は、今までも進めているところでありますが、国として基幹技術として進め
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なければいけない技術分野であります。 

 こういう革新技術を国として強力に進めるためには、何をしなければいけないかというこ

とでありますが、トップクラスの頭脳を機動的に集約すること、それからファンディングを

統合的にすること。こういうことによって、オールジャパン体制を築いて強力に推進する必

要があります。 

  特に統合的なファンディングについては、特別な研究資金の枠を設定して強力に進めるべ

きであります。今までどうしても府省の縦割りの仕組みのためにファンディングが細分化さ

れたり、小規模なものになってしまう。全体的なファンディングの仕組みからそれを運営す

るところまで、統合的にオールジャパン体制として強力に進められるシステムを築かなけれ

ばならないと考えます。 

 それから、次に出てくる、新しい革新技術の芽を育てるということをしておかなければな

りません。そのために幾つかのことを挙げてあります。 

  １つは、未知の分野に挑戦する人材を育成すること。今までの常識を越えてでも新しい挑

戦をしようということであります。現在トップクラスの挑戦する人材と、それから次の世代

の挑戦する人材の育成であります。次の世代の挑戦する人材の確保に関しては、今まで若い

人ということだけに焦点を合わせておりましたが、やはり根本的な問題は教える側にもある

だろうということで、スーパー・サイエンス・ティーチャーというような名称の教師の育成

を充実させようという制度であります。 

  ここにも新しい資金の枠を考えていくべきであるということなんですが、革新的技術のシ

ーズを生み育てていくときに、今まで高い目標を掲げて挑戦するということがどうしてもや

りにくかったわけです。短期間に目標を達成するべきだという縛りのためになかなかチャレ

ンジできなかった。そこで大挑戦研究枠と、こういうような枠を設けて、大きなチャレンジ

をさせるように研究資金として特別の枠を設定していくという考え方であります。 

 先ほど申し上げました革新的技術ということで、候補として別表にリストを載せておりま

すが、その中で代表的なものを２つだけ最後のスライドに挙げてあります。 

  ｉＰＳの問題、それから次、知能ロボットを生活支援ロボットの技術に展開していくとい

うことでございます。繰り返しになりますが、今、産業ロボットして日本の技術は世界トッ

プレベルであり、先導している立場であります。この技術を生活支援に役立つように展開し、

社会を豊かにしかつ産業技術としても展開していくと、こういうことでございます。 

  以上でございます。 

 ４



【岸田議員】 

  どうもありがとうございました。 

  今後、オールジャパンの体制のもとに、新しい仕組みで「革新的技術」の推進を加速し、

イノベーションと成長の実現につなげていくため、さらなる検討を進め、５月を目途に最終

とりまとめを行いますので、御協力いただきますようお願いいたします。 

 

 

（２）環境エネルギー技術革新計画中間とりまとめ 

【岸田議員】 

  それでは、議題２の環境エネルギー技術革新計画中間とりまとめに入ります。 

  「革新的技術創造戦略」と同様、総理が施政方針演説で言及され、１月の総合科学技術会

議で、検討するよう御指示をいただいた「環境エネルギー技術革新計画」について、ワーキ

ンググループを設置し、検討を進めてまいりました。 

  このたび、中間とりまとめをしていただきましたので、「資料２－１」に基づき、ワーキ

ンググループ座長の薬師寺議員より御説明をお願いいたします。 

 

【薬師寺議員】 

  本文のほうは資料の２－２でございます。 

  大臣からおっしゃっていただいたように資料２－１で御説明をします。 

  今回の中間とりまとめのエッセンスは、温暖化対策技術の全容を明らかにするということ

であります。 

  最初のページを開いていただきますと、報告書の大体の構成がわかります。低炭素社会の

実現によって、エネルギー安全保障、それから経済成長と環境の両立、開発途上国の経済成

長への貢献を考えております。そういう３つの前提を最初に申し上げます。 

  次に、この報告書では技術戦略と国際的な貢献政策の２つにまとめております。 

  技術戦略のほうは、まず、短中期的な技術を言っております。これは大体２０３０年まで

にどのような技術開発を進めるべきかということを言っております。次に、中長期的な対策

技術ということで２０３０年以降の抜本的な排出ガスの削減の技術を挙げております。それ

から普及政策として、社会システム改革を言っておりまして、例えば、トップランナー制度

の対象拡充などを挙げてございます。その他、中小企業向けのファイナンスの問題、国内的
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なＣＤＭ、そういった社会システムやライフスタイルの変革が重要だということ。さらに、

環境モデル都市や人材育成が重要であることを書いております。 

  それから、国際的な貢献ということでは、いろいろな技術を移転しなければいけない。そ

のときに、知財の保護と適切な対価が前提であること。それから、ヨーロッパが基準を決め

て、日本がそれに従っているということではなくて、これから申し上げますように、日本は

非常に強い技術を持っておりますので、標準化を主導し、国際的にリードをすることが必要

であるということ。それから、やはり開発途上国に対する支援ですので、支援メカニズムも

重要であるということを書いております。今後は、さらなる国際的な貢献策と、これからお

見せします技術の全容を具体的にどうやって進めていくかということで最終報告書を５月に

まとめたいと思います。 

 この図は、パリにあるＩＥＡのデータを出しております。米国は日本の経済の３倍です。

御覧になりますように、３倍にもかかわらず、３倍以上の炭酸ガスの量を出しています。さ

らに、中国もほぼ米国と同じような炭酸ガスを出している国になっています。ですから、こ

ういう国々を説得するためには、我々は自分たちが先進的な温暖化の対策の技術を進めてい

るんだということをまず主張して、そして彼らに科学技術で、なるほどなというふうに言わ

せるような説得をしなければいけないと思います。これは２０５０年までの我々の目標です

けれども、世界全体で温室効果ガスを半分にしなければいけない。しかし、インドをはじめ

その他の開発途上国が経済成長すると炭酸ガスが増えますから、ここの部分を我々は国際貢

献をしていかないといけないということになります。 

 これが全容でございます。技術を全て書かないといけないということもございまして、２

０１０年から２０５０年を対数的に記載しております。その点を御注意していただきたいと

思います。 

  この図の様に２０５０年までに半減する。ところが、何も対策を打たないとどんどん増え

るわけです。ですから、既存技術を高度化をしながら、同時に普及させないといけない。こ

こでは民生部門を黄色に、運輸部門をピンク色に色塗りしています。そのほかはエネルギー

転換等の部分でございます。いろいろな技術開発を国際的に協力していくためには、日本で

まず実証をして先導していかなければならない。最終的には、例えば事故を起こさない自動

車運転みたいなシステムを抜本的に入れていく、それから自動車に関しましても新しいキャ

パシタと言われているようなナノテクノロジーを使った電池の技術開発を進めていかなけれ

ばいけない。現在コークスを使って製鉄しておりますけれども、これを水素還元でやる。こ
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のような技術が抜本的な削減技術であります。つまり革新的な技術もやり、抜本的な技術も

やり、そして全体として、経済産業省のデータでございますけれども、大体革新的な技術を

やると６割ここで下げることができます。そのかわり、一番大事なのは既存の技術をきちん

とやらなければいけないということでございます。 

 我々は温室効果ガス削減技術の全貌を今こういうようなカテゴリーで考えている例でござ

います。２０３０年時点で温室ガスの削減効果が非常に高いのが二重丸、それからまあまあ

というのが一重丸、これから進めなきゃいけないというのが三角でございます。こういうふ

うに見ますと、御覧のように太陽光発電は日本は非常に頑張ってはいるんですけれども、ド

イツなどが電力買い取りなんかをしていますので、ややここを進めなきゃいけない。国際的

には太陽光発電が非常に重要であります。バイオも御覧になりますように、日本はまだまだ

少ない量でございますが、世界的には削減効果が大きい、こういうような図を今考えており

まして、ハイブリッド・電気自動車、プラグインハイブリッド自動車は非常に日本が強い部

分でございます。国際競争力の中で、燃料電池は他国でもやっておりますので、ややこの辺

は一重丸ということでございます。こういう技術を我々はどういうふうに進めて、世界に対

してリーダーシップをとっていくか、ということを報告書としてとりまとめております。 

 以上でございます。 

 

【岸田議員】 

  ありがとうございました。 

  今後、Ｇ８北海道洞爺湖サミットを念頭に置き、我が国の優れた環境エネルギー技術によ

って、我が国の提唱したクールアース５０を実現していく必要があります。さらに検討を進

め、５月を目途に最終とりまとめを行いますので、御協力をいただきますようお願いいたし

ます。 

  それでは、これまでの議題につきまして、御発言をいただきたいと存じます。 

  それでは、まず有識者議員の皆様から御発言をいただきたいと思います。 

  時間が限られておりますので、恐縮ですが、御発言はなるべく手短にお願いしたいと存じ

ます。 

  どうぞ、よろしくお願いします。 

  石倉議員、どうぞ。 
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【石倉議員】 

  今出た自動車やエレクトロニクス関係で、環境やエネルギー分野において世界に向けたプ

ラットフォームを提言できるのではないかという可能性を申し上げたいと思います。 

  私は「カーナビ業界ノート」をハーバード大学のポーター教授と書き、それが今世界で使

われています。カーナビ業界はこれまで日本が圧倒的に世界のリーダーでした。それはパナ

ソニック、パイオニア、デンソー、アイシンＡＷなど非常に強い企業が競争し、ナビがなけ

れば日本では道路がわかりにくくて走れないというニーズもあり、また官がインフラを整備

してきたことによるものです。しかし、日本のカーナビは今世界では非常に危うい状況にあ

ります。それは、これまで使われてきた固定式で詳細なディスプレ会いを持つナビのニーズ

が日本に限られていて、ヨーロッパ、アメリカではもっと簡単なナビが求められ、さらに安

全・安心などのニーズが強いからです。特に、ヨーロッパでは、自動車メーカーと対等な力

を持つ部品メーカー、そして政府が一緒になって共通のプラットフォームを作ろう、という

動きになっています。 

そこで、ここまで築いてきた日本の地位をいかし、日本の優れた技術で世界に貢献するた

めに、これをインテリジェント・トランスポート・システム（ＩＴＳ）として位置づけ、先

ほど出たように環境やエネルギー分野で、共通プラットフォームにすれば良いのではないか

と考えています。ＩＴＳは、ナビの用途を超えて、センサーとして用い、自動車の制御に結

びつけますと、省エネにもなるし、燃費も向上します。ＣＯ２も減りますし、交通事故を減

らし、モビリティも実現できます。安全・安心、そして、快適を実現できる可能性があるわ

けです。 

このプラットフォームを提案するのは、ハイブリッドなどで知られている日本の自動車業

界が従来型の囲い込みではなく、最近世界の流れになっているオープン・システム・イノベ

ーションに向かう一つのきっかけになるのではないかと期待されるためです。 

当面、洞爺湖サミット等がある中で、環境やエネルギー分野における世界的なプラットフ

ォームを日本から提案するという意味でもいいのではないかと思います。特にＩＴＳは、民

間企業が中心になり、官も４省庁が一緒になってやっているので、官民協働という点でも良

いと思います。私自身にとりましても、実際にこういうことが起こっているというプロセス

を研究し、それを世界に伝えることができます。具体的な事例ということで、申し上げまし

た。 
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【岸田議員】 

  ありがとうございました。 

  それでは、榊原議員、どうぞお願いします。 

 

【榊原議員】 

  私からは革新的技術戦略と本日この後議題に上がっております科学技術外交につきまして、

産業界の立場から一言申し上げたいと思います。 

  総理は施政方針演説の中で、革新的技術創造戦略を展開して、これからの日本の成長を支

える研究開発に重点的に予算を配分すると述べられました。産業界といたしましても、この

方針を強く支持いたしておりまして、できるだけ早い段階からこれに参画をして他国の追随

を許さない革新的技術を作り上げてまいりたいというふうに考えております。そういった中

で、我が国の科学技術関連予算でございますけれども、第三期科学技術基本計画の中で、５

年間総額２５兆円という目標を掲げているわけでございますけれども、御案内のとおり、現

実は平成１８年度以降、年間４兆円程度で推移をしておりまして、総額２５兆円の実現とい

うのは大変難しい状況にあるという認識をいたしております。 

  総理が施政方針演説で述べられた趣旨に沿って、革新的技術戦略を推進するために、先ほ

ど相澤議員から説明ございましたけれども、この研究資金は、ぜひ特別に現予算の別枠の増

分として設定をしていただくようお願いをしたいというところでございます。 

  それから、研究推進に当たりましては、府省の枠を越えて連携できるよう総合科学技術会

議が総司令塔としてオールジャパンの統合的な運用をしていくことにしたいと思っておりま

すので、総理の一層の御配慮をお願いしたいと思います。 

  それから、科学技術外交でございますけれども、総理が先のダボス会議で国際環境協力を

御提案をされたわけでございます。日本の産業界が保有する高度な環境関連技術は今度の洞

爺湖サミット、あるいはＧ８科学技術大臣会合などでも日本が誇る最も強い外交カードの一

つとして、科学技術外交の目玉になるものと考えております。先日は、岸田大臣が日本経団

連と会合されまして、大臣から産業界には国際貢献の一環として環境技術の提供をしてほし

い、そういった御要請をいただきました。日本経団連といたしましては、一定の条件が満た

されれば積極的に協力していきたいという旨を申し上げたわけでございます。 

  一定の条件とは、１つは知的財産権の保護ということと、もう一つは正当な対価というこ

とを申し上げました。科学技術外交で地球規模の課題に取り組む際には、相手国との長期的
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視野に立った相互受益システムを構築する必要があると考えております。産業界は今後とも

こういった活動に積極的に参加してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいた

したいと思います。 

  以上でございます。 

 

【岸田議員】 

  ありがとうございました。 

  それでは、奥村議員、お願いいたします。 

 

【奥村議員】 

  本日相澤議員から御説明申し上げた環境・エネルギーも含めての革新的技術、これの個々

の課題を見ますと、産業界のみならず、日本全体でこれを達成しようとしますと、極めて高

いハードルの技術です。したがって、取り組み方も従来と変えて取り組まないと確実に成果

を刈り取ることは極めて難しい。まず１つは、対象の技術領域が広い。それから、成果を得

るまでに時間がかかります。したがって、革新的技術です、ということで、これは特別な取

り組みが必要で、そのための資金の確保、榊原議員のほうからもございましたけれども、こ

れは必要だろうと思います。ただし、この資金をより効率的に使うために、産業界との連携

が必須。日本の科学技術が他の先進国と違うところの１つは、自分で資金を負担してほとん

ど自分のところで使うことにあります。つまり、産業界は自らが負担して産業界で使う、国

は国が負担して、主に大学及び研究独法が使うという構造で、お互いに独立しているという

のが他の先進諸国と非常に違う。産学官の間で人材の流動性だけでなくて、研究資金の流動

性も極めて乏しい。これをやはり破っていかないと、つまり具体的には企業がより国費の研

究に参加するとかということも並行して検討していく必要があるんではないかというふうに

考えております。 

  よろしくお願いいたします。 

 

【岸田議員】 

  本庶議員、お願いします。 
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【本庶議員】 

  私は革新的技術の種のところを少し申し上げたいと思うんですけれども、今回、相澤議員

から報告したように、２つのことが大切です。人材育成と基礎的な研究費ということでござ

いますが、やはり若者が科学者に憧れて、科学者になりたいと思うようなインセンティブを

社会に組み込むということが非常に重要だと思います。残念ながら、今日、大学教職員の給

与というものは、企業の事務系よりも低く、または業績に関係なく年功序列で決められる。

極めて残念な状況でございます。若者が人生の進路の選択に当たり、科学者への尊敬の念だ

けではなくて、努力すれば、経済的にも報われると、こういうことを示すロールモデルを提

示してやらないと、なかなか難しいのではないか。 

  例えば、大学院学生というのは、ごく一部しか奨学金がもらえておりませんし、返還義務

がございます。３年間博士課程に行きますと、５３４万円の借金を背負うということになり

ます。事実、こういう返還が教職員に免除されていた制度が平成１６年に廃止された直後か

ら大学院学生博士課程理工系がどんどん低下をいたしておりまして、平成１５年１万２，０

００名ばかりいましたのが現在は１万１，０００名、１９年までのわずか４年間で８．５％

の減少と、非常に顕著な差になっておりまして、大学院生へのしっかりとした経済支援なく

しては日本の科学技術の未来は暗いと言わざるを得ないと思うんです。 

  次に基礎的な研究費でございますが、チャレンジングな機会を若者に与えること。その中

から成果が出たものをさらに伸ばす、こういう基礎的な研究費を伸ばすということが、本当

に革新的技術の種を生む基盤となるわけでございます。最も中心的な科研費は、２００８年

度予算で２，０００億円でございます。我が国の先ほど科学技術予算が３兆５，７００億と

いうことを言われましたが、一方米国では防衛費を除いた総科学技術予算が６兆７，０００

億円ぐらいです。そのうちの基礎的な研究費を配っておりますＮＩＨ、ＮＳＦは３兆４，０

００億。私は科研費の投資効果ということを考えますと、少なくとも１０年で倍増すべきだ

というふうに考えます。 

  以上でございます。 

 

【岸田議員】 

  ありがとうございました。 

  郷議員、お願いします。それから金澤議員お願いします。 
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【郷議員】 

  科学技術を背負う未来の若い人たちを育てるためのスーパー・サイエンス・ティーチャー

の提案を１月にさせていただきまたが、渡海大臣にはこれを受けとめていただきましてあり

がとうございます。 

  中学の２年生の理科を教えている教員の最終学歴のデータが２００３年でございますけれ

ども、今でも、あまり変わっていないと思います。日本は大学の学部しか卒業していない人

が９０％、修士課程、あるいはドクターまで行った人が９％で非常に少ないですが、これは

エジプト、あるいはフィリピンと同じ程度です。アメリカでは、逆に４０％が大学学部出身

で６０％が修士以上を出ておりますので、大きな違いがございます。韓国ですら、大学の学

部を出た人は７５％、修士以上は２５％です。今の最先端の理系の知識、あるいは考え方、

あるいは発見の喜び、こういうものを味わった人が子供たちに理科ってこんなにおもしろい

んだよということを伝えていないんだと思われますので、日本の教員免許の問題として考え

ていく必要があると思います。 

 

【岸田議員】 

  金澤議員、お願いします。 

 

【金澤議員】 

  この３日間、学術会議の総会をやりまして、その中で出てきました非常に深刻な問題を２

つお話ししたいと思います。 

  １つは大学や独法が悲鳴を上げている理由の一つに、もちろんこれは運営費交付金の低下

というのはあるんですが、それは別としましても、ジャーナルのお金が極めて高くなってし

まうという現状があって、維持できなくなりつつあるということを盛んに言われました。特

に外国のジャーナル、情報源としても極めて大事なものです。 

  これは印刷したものではなくて、学術雑誌と言ったらいいんでしょうか、文科系のもので

あっても理科系のものであっても、すべてです。ジャーナルと言っておりまして…… 

 

【福田議長（内閣総理大臣）】 

  何で高くなっちゃったんですか。 
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【金澤議員】 

  要するに印刷物をやめて電子媒体になりつつありますが、掲載作業に多くの費用がかかっ

ています。そうしますと、会社は企業ですので、どうしても顧客を増やしていく努力はしま

すけれども、しかし一つ一つの価格は上げないといけないんです。そうしますと、個別に契

約を結ぼうとするんです。したがって、大学は大学として一致してやりますけれども、それ

でもやはり相手は企業ですので大変難しい状況で、もはや大学としてまとまってもなお対抗

できなくなっているんです。ですから、何か国レベルで少しきちんとした対応をしないとな

らなくなってきているんです。それが１つです。 

  それともう一つは、研究材料というもの、リサーチリソースと言いますけれども、この維

持が難しい状況にあるということです。これを維持していくためには、相当な資金も必要な

わけですが、それが競争的資金ではなかなかやりにくい状況で、文部科学省などから５年ぐ

らいプロジェクトとしてサポートはしていただいているんですけれども。対象がどういうも

のがあるかといいますと、例えば遺伝子、例えば動物の種（しゅ）です。その他生物学的な

ものばかりでなくて情報もそうですし、場合によっては文科系の文献などもそうでしょう。

これは非常に深刻な問題です。プロジェクトはいずれ終わりますので、このままですと維持

できなくなってしまう。研究というものは、研究材料がきちんと手に入れば、８割完成だと

言われるぐらい研究の資料というのは非常に重要なわけです。 

  この２つだけ申し上げておきます。 

 

【岸田議員】 

  ありがとうございました。 

  それでは、有識者議員の皆様方は御発言よろしゅうございますか。 

  それでは、各大臣からも御意見、承りたいと存じます。お願いいたします。 

  渡海大臣、お願いいたします。 

 

【渡海議員】 

  それでは、時間がないようですから簡単に申し上げますが、まず革新的技術戦略でござい

ますが、我が省といたしまして、今ｉＰＳ細胞、再生医療技術はまさにこれは革新的技術で

あると認識をしており、研究体制の構築など、この戦略の推進を図っているところでござい

ます。また国家基幹技術、具体的には例を挙げませんが、やはり先ほどから投資の話が随分
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出ているようでございますが、私が言うのは何かおかしいですが、国家の財政も非常にきつ

いですから、その中でよく選んで、集中と選択をよく言っておりますけれども、これが非常

に大事になってきているなというのは、私が言うと叱られるんですが、考えておりまして、

そういったことをどうやって見きわめていくかという体制なり、科学技術会議の果たす役割

というのは非常に大きいと思いますので、よろしくお願いをしたいというふうに思います。 

  それから、理科教育の充実や優れた研究者というのは人材がベースでございますから、そ

ういったこと。また基礎研究の充実と成果を次の段階に発展させるという仕組みです。こう

いったものをしっかりつくっていきたいと思っておりますし、世界、我々は最高水準という

のを目指していかないと、日本は創造立国として成り立たないと考えておりますから、この

成果の創出の基盤をしっかり作っていく。環境を作るということも大事であろうと思います。

具体的なお話も今出ておりました。いろいろな意味で研究をしていく上での基盤の充実、ま

たは競争的資金の問題、こういったものをしっかりやっていきたいというふうに思っており

ます。 

  環境エネルギーでございますけれども、これは各議員もお話しになりましたように、我が

国の科学技術のポテンシャルを最大限に引き出す、これが大事でございますし、また優位な

分野が随分あると考えております。２０５０年までの計画というものも大事でございますし、

これは技術の創出と人材の育成ということが不可欠であるというふうにも考えております。

高速増殖炉技術、こういったことを始め、我々は大学や公的研究機関というものの研究開発、

これを総動員して新しい技術を実現をしていく。これは経済産業大臣御出席でございますが、

今日も盛んに出ております。例えば非常に高い温度で発電をやると、ＣＯ２が１２０万キロ

ワットで今のところ０．４％ぐらい下がるということも今実験もＮＥＤＯでやったんですけ

れども、こういうことをしっかりとやっていきたいというふうに思っております。引き続き、

地球環境や気候変動、これは我が省がやっていることでございますから、しっかりとやって、

研究者にデータを配給していく。それから開発途上国へもしっかりとそういうことをやって

いきたいというふうに思っております。 

  最後に１つだけ、奨学金の話がございました。いろいろと調べておりますが、なかなか因

果関係、正直わかりにくい。今落ちている傾向は、やはり景気が回復したという一面もある

んです。そういうことで、実は上へ行かないで、上が見えにくいものですから、民間企業へ

流れているという傾向のほうがむしろ強いんじゃないかな。奨学金の仕組みはいろいろと考

えるところはありますから、検討課題とはさせていただきたいと思いますが、今まで我々が
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少しリサーチしてやったところによると、どうも単に返す仕組みをなくせば行くという形で

もないなというのが─別に反論をするわけじゃないんですけれども。 

 

【岸田議員】 

  ほかに。 

  若林大臣。それから甘利大臣。 

 

【若林議員】 

  ２つのことを申し上げたいと思います。 

  先ほど相澤議員がおっしゃられました安全保障に係わるんですが、革新的技術戦略におい

て食料の安全保障の確保というのは我が国の安全保障上も重要な課題。世界的にもそうだと

思います。このために、輸入に多く依存している麦とか大豆を中心に、御承知イネゲノムの

研究成果を利用した優れた品種の開発を行って自給率を高めていくということ。 

  もう一つは、実は我が国が世界に先駆けて種苗の人工生産を実現いたしましたウナギとか

マグロの養殖技術の開発を進めるというようなことで、農林水産分野においても、世界トッ

プレベルの技術革新に取り組んで、その成果を我が国農林水産業の体質強化と競争力の強化

に活用していく。このウナギ、マグロについて申しますと、シラスウナギの人工生産には世

界で初めて成功したんですが、現在実用化に向けてウナギの完全養殖のための技術開発を推

進していますけれども、マグロでは完全養殖に成功しています。さらに効率的な種苗生産を

する技術開発を進めておりまして、アジだとか、サバだとか、そういう異種の魚類に例えば

マグロを生ませるというような仮腹技術の開発なんていうのも行っているわけでございます。

また、環境エネルギー分野につきましても、我が国は森林国であることを踏まえまして、食

料と競合しないバイオマス、これは世界的にも食料との競合は問題になっておりますが、そ

ういう意味では競合しない間伐材とか稲藁などの利活用技術の開発を進めておりますが、そ

れとあわせまして、途上国の乾燥とか塩害に強い樹木や作物の開発などにも取り組んでいる

わけでございまして、これらの技術は我が国の低炭素化社会の実現に寄与するとともに、食

料の供給にも配慮しながら、国際的な温室効果ガスの削減にも貢献できると考えておりまし

て、積極的な研究開発を推進していく必要があると、このように思います。 
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【岸田議員】 

  ありがとうございました。 

  甘利大臣お願いします。 

 

【甘利議員】 

  まず革新的技術戦略について、技術革新を加速し、活力ある経済社会を作り上げていくた

めには、出口を見据えた研究マネジメントと成果の社会への普及、この２つが非常に重要で

す。そのためには、技術の進展に併わせて、社会の規制や制度のあり方を変えていくことが

必要です。戦略で言及をされている規制の特区的運用は有用な施策であり、ぜひ推進すべき

です。 

  今般、府省協議会について触れられていますが、例えば各技術について、幹事省庁を特定

して、関係府省、産業界とともに、研究開発成果が社会に活用されていくまでの工程表を作

成して、この場にも報告をするなど、早い段階から関係者の認識を共有していくということ

が重要です。 

  なお、その際に、周辺特許も含めた戦略的知財を取得することができるように、専門人材

を研究開発現場に投入することなど、出口を見据えた取組の充実を図ることが必要です。 

  つぎに、環境エネルギー技術革新計画について、２０５０年までに世界全体の温室効果ガ

ス排出量を半減するためには、世界最高水準の技術を一層高めるための取組を加速すること

が重要です。このため、経済産業省としても、先月初めにエネルギー分野において太陽光発

電や革新的製鉄プロセスなど２１の革新技術とそのロードマップを示したクールアースエネ

ルギー革新技術計画をとりまとめました。今般、環境エネルギー技術革新計画においても、

この２１の技術を核としてとりまとめていただいたことは非常にありがたいことです。今後

は、これら技術について、各国ともロードマップを共有することを始めとして、国際連携を

推進することが必要であり、経済産業省としても、本計画の実効を上げるように精力的に取

り組んでまいりたいと考えております。 

 

【岸田議員】 

  遠藤副大臣、桜井副大臣。その順番でいきましょうか。 
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【遠藤議員代理】 

  財務省でございます。 

  先ほど渡海大臣からも財政の厳しさを言及いただきました。いかに日本の財政が厳しいか

どうか皆様よく御承知かと思っておりますが、かといって日本の将来を考えれば、やるべき

ことをやらなくちゃいけないわけでありまして、特に成長力の強化、イノベーション、その

要素となる革新的技術戦略、極めて重要な問題だと財務省よく認識をいたしております。し

たがいまして、無駄や非効率、優先順位の低いものは極力削ぎ落として、本当に必要なとこ

ろへ資源を重点的に配分するという精神で予算配分を行ってきております。 

  科学技術予算につきましては、厳しい財政事情の中で、ほかの経費がマイナスになってい

る部分が多いわけでありますけれども、科学技術は着実に拡充を今図ってきているところで

ございまして、今回、革新的技術戦略でも取り上げられましたｉＰＳ細胞研究とか次世代ス

ーパーコンピューターなど、国家基幹技術につきましては、平成２０年度予算におきまして

も重点的な予算をつけてきているわけであります。数字を申し上げますと、ｉＰＳにつきま

しては、前年度１０億円だったのが今年は２０億円でございます。また次世代スーパーコン

ピューターにつきましては、前年度７７億円が新年度１４５億円で、いずれも倍増というこ

とでございまして、ぜひ財務省がいかに真剣に考えているということを御理解いただきたい

と思います。 

  今後、こうした革新的技術の研究開発を推進していく上において、限られた財源をどう選

択と集中、財政を徹底的に選択と集中で推し進めるということが必要だと思っておりまして、

不可欠であると考えております。 

  優先順位をつけるあり方において一層厳格にやるべきでありまして、めり張りのある予算

配分が可能となりますように、特に総合科学技術会議におかれましては、リーダーシップを

発揮していただくように強く期待をしているところでございます。 

  以上でございます。 

 

【岸田議員】 

  じゃあ、桜井副大臣。 

 

【桜井議員代理】 

  今年は環境関係というのが、今先生方からお話しありましたように非常に重要なことだろ
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うと思っております。特にＩＰＣＣにおいて気候変動に関する世界中の数千人の専門家の科

学的知見を集約した結果、地球が温暖化しているということは疑う余地もございません。そ

の結果地球が直面している最も大きな社会経済の安全保障の課題となっているわけでありま

す。この人類最大の危機を乗り切るためには、技術開発、とりわけ今先生方のお話しにあり

ましたように、科学技術をどれだけ発展していくのかということによって、優れた技術の普

及、そういうことが不可欠ではないだろうかというふうに思っております。 

  環境省としては食料と競合しないセルロース系の資源廃棄物からのバイオ燃料の製造と利

用に係わる技術開発をしたり、あるいは地球環境の観測や気候変動予測などによるＩＰＣＣ

第五次報告に向けた一層の貢献をしていきたい。そして再生可能エネルギーの導入拡大、こ

ういうような分野の開発に関係府省と連携をして一層努力する考えでございます。 

  技術開発に加え、その普及促進が温暖化対策の鍵であると思っております。社会システム

の改革に向けて議論をさらに深めていけたらというふうに思っておりますので、よろしくど

うぞお願い申し上げます。 

 

【岸田議員】 

  ありがとうございました。ほかに、大臣、副大臣、御発言はございませんか。 

 

【佐藤議員代理】 

  大変細かい話で恐縮なんですけれども、総務省所管のＮＩＣＴという研究機構において立

体映像の技術というのを開発を進めております。これは、今まで先生方も見たことがあると

思いますが、眼鏡をかけて立体映像を見るという技術がありましたが、それをかけなくても

立体映像を見られるという技術でございまして、これは何に利用できるかというと、まず医

療分野にできます。シミュレーションをしたものをやるとか、遠隔地の共同設計、例えば自

動車の精密機械の設計試作なんていうのを離れているところでもお互いに設計できるという

開発等々もありまして、一般には放送、ゲーム等々で利用されるというお話もありますが、

いろいろな形で可能性のあることでございますので、ぜひ取り入れていただければありがた

いというふうに思っております。 

 

【岸田議員】 

  じゃあ官房長官、どうぞ。 
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【町村議員】 

  直接関係する人材のことが出ております。たまたま先日、男女共同参画推進本部というの

があって、女性がもっといろいろな分野で活躍してもらいたいという決定をした。一番悪い

のが実は本省課長相当職、国家公務員というのが１．７％で最も低いんですが、２０２０年

までにいろいろな分野で３０％にしていきたい。研究者、これは理科系、文科系と合わせて

１２．４％で、とうとう韓国の１３．１％に抜かれまして、３４カ国中最下位なんです。し

かも、特に専攻別に見ると理工系分野における女性研究者の割合は特に低くなっている。こ

れはもちろん外国の方にも来てもらって大いに頑張ってもらいたいんですが、別に女性を研

究職の中でしいたげているわけでは多分ないんだろうと、石倉先生、そう思ったりもします

が、ちょっとこの低さというのは極端でございまして、これは別に国の研究者ということじ

ゃないんです。官民を問わずなんですが、男女共同参画推進本部の決定でもございますので、

ぜひひとつ御配慮をいただきたいと思います。 

 

【薬師寺議員】 

  ２５％という数値目標を出していまして、女性はまだ不利な部分も結構あるんですね、研

究者として。ですから、それは制度改革で直そうということで、今郷先生なんかと連携しな

がらやっているんです。 

 

【町村議員】 

  よろしくひとつ御高配のほどお願い申し上げます。 

 

【岸田議員】 

  ありがとうございました。 

  それでは、とりあえず御発言は以上でよろしゅうございますか。 

  活発な御議論、ありがとうございました。 

 

 

（３）科学技術外交、科学技術振興調整費の配分方針等について 

【岸田議員】 

  それでは、議題３に移ります。 
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  「科学技術外交、科学技術振興調整費の配分方針等について」に入ります。 

  ３月の本会議が都合により開催できませんでしたので、２点御報告を申し上げます。 

  まず、昨年４月の総合科学技術会議において議題といたしました、科学技術と外交を連携

し、相乗効果を発揮させる「科学技術外交」の強化について、基本政策推進専門調査会のも

とにワーキンググループを設置し、検討を進めてまいりました。 

  先般、「資料３－１－２」のとおり、基本的方針や具体的な推進方策等についての中間と

りまとめが行われました。また、今後の議論に反映させるため、政府として取り組むべき方

策案について、「資料３－１－３」のとおり、有識者議員の方々から具体的な提言をいただ

きましたので、御報告をいたします。 

  また、本件について、総理に御報告いたしました際に中間報告、有識者議員の御意見を踏

まえて、各省が連携して目に見える形で「科学技術外交」の強化が図られるよう具体策を検

討するよう御指示をいただきましたので、あわせて御報告させていただきます。 

  ここで、中心となってとりまとめを行われた薬師寺議員より御発言をお願いいたします。 

 

【薬師寺議員】 

  本年は科学技術外交にとりまして、目に見える形で展開する絶好のチャンスだというふう

に思います。特に、アフリカに対しましては、これまで進められてきた研究拠点形成の取組

など、さらに強化発展をさせまして、日本の優れた科学技術力をベースに、例えばエイズな

どの感染症など、アフリカが深刻に考えている課題に対しまして、ＯＤＡの予算などを活用

しまして、研究協力を行う新たなプログラムを手配する必要があると思います。総理にいた

しましては、このイニシアチブをとられて、ＴＩＣＡＤＩＶが５月にございますので、ぜひ

ともその点を御表明されることを願っております。 

  以上でございます。 

 

【岸田議員】 

  ありがとうございました。 

  今の薬師寺議員の発言に関しまして、何か御発言はございますか。 

  渡海大臣、お願いします。 
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【渡海議員】 

  今おっしゃいましたとおりで、非常にいいチャンスでございますし、先ほどの環境を考え

ても、アフリカを取り込んでいかなきゃいけない、協力をしてもらわなきゃいけない。その

ためには、やはり我が国が科学技術力を持って協力をしていくということであろうと思いま

す。このエイズワクチンの問題でございますが、今要請が具体的に出ているわけです。それ

に対してどう応えていくかということで新興・再興感染症研究拠点形成プログラムというよ

うなものも我が省は持っております。ただ、これはどちらかというと、厚生労働省、それか

ら外務省が中心になってやっていただかないと、アフリカの研究ということになりますと、

なかなか簡単にいかないという点がございますので、ぜひ今薬師寺議員からも御発言ござい

ましたが、官邸のほうでリーダーシップ、岸田さんのほうでもいいですが、持って取り組ん

でいただきたいというふうに思います。本日は外務省が出席していませんけれども、外務省

の中で何となくＯＤＡの枠が小さくなることもあって、ＯＤＡでは対応が難しいと言ってい

るようですから、ぜひよろしくお願い申し上げます。 

 

【岸田議員】 

  黒川特別顧問、お願いします。 

 

【黒川内閣特別顧問】 

  実は、今年のＴＩＣＡＤ、５月の終わりに第４回アフリカ開発会議が横浜で行われますが、

そのときの一つの目玉が野口英世アフリカ賞というのがあります。これは相当世界中で注目

されておりまして、５年に１回ということですが、初めてですが、ノーベル賞とかいろいろ

な生命科学の分野ではカバーされていないところの大きな賞で世界中にアフリカの注目を引

き寄せるという非常にいいことで、２つあります。１つは医学研究の分野ということで、ア

フリカのいろいろな医学研究に貢献するということで、６０弱の候補者が上がりまして、ロ

ックフェラー研究所、これは野口英世が世界で有名にしたところですが、それからゲイツ財

団、それからいろいろなところで注目されていますが、実は私は選考委員長させていただき

まして、これは最終的にイギリスのグリーンウッドさんがなりました。彼は３０歳からアフ

リカ、４０年前から３０年もアフリカに行っていて、今のマラリア、それから脳炎、いろい

ろなことの疫学から実証からものすごく今の基本的なあり方を全部彼がつくったようなもの

でありまして、非常に御本人も喜んでおられますが、グリーンウッドさんということで満場
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一致でありました。 

  もう一つは、医療政策というか保健のことでありまして、これは今度は女性です。これは

ケニアのウェレさんでありまして、彼女も４０年間、公衆トイレの話から蚊帳の話から、マ

ラリアから、特に女性・子供の健康について献身的にやられまして、大臣もやっておられま

すが、彼女はこれも満場一致、本当によかったと思います。これも５０人弱の候補が上がっ

ておりまして、特に健康問題、現地のことがよくわからないこともありまして、一次選考は

１２人のうち９人が主にアフリカ関係の委員が参加してくださいまして、最終的な候補の選

考まで来たんですが、大変よかったと思います。 

  もう一つは、これの成果についての広報は、同時にゲイツ財団、ＷＨＯ、ロックフェラー、

いろいろなところに頼んでありまして、こちらが３月２６日に発表すると同時に、世界中に

候補がどんどんコメントが出まして、相当盛り上がっているなと思います。 

  ゲイツ財団もロックフェラーも５年に１回ですが、みんなの注目がアフリカに集まるとい

うことで、日本のＴＩＣＡＤ、Ｇ８への期待、それからその間の広報活動とか募金にも積極

的に参加したいということで、そういう意味でぜひ日本の横浜、Ｇ８も総理がダボス会議で

言ったとおりですけれども、その辺のＯＤＡから人材の育成、すべての日本のあり方につい

て非常に注目されているということで御報告させていただきます。 

 

【岸田議員】 

  ありがとうございました。 

  それでは、御発言・御意見、誠にありがとうございます。 

  とりあえず、議事を進めたいと存じます。 

  次に、「平成２０年度の科学技術振興調整費の配分方針」につきましては、「資料３－２

－１」のとおり、また平成２０年度科学技術振興調整費による「重要政策課題への機動的対

応の推進」の課題指定について、「資料３－２－２」のとおり決定いたしましたので、御報

告をさせていただきます。 

  ここでプレスの入室をお願いしたいと存じます。 

 

（報道関係者入室） 
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（４）最近の科学技術の動向「情報爆発時代に向けた省エネルギー技術」 

【岸田議員】 

  それでは、議題４の最近の科学技術の動向に入ります。 

  資料４に基づきまして、情報爆発時代に向けた省エネルギー技術の例として、半導体マル

チコア技術について、奥村議員より御説明いただきます。 

 

【奥村議員】 

  それでは、私のほうから情報爆発時代に向けた省エネルギー技術の最近の技術の動向を御

紹介いたします。 

  既に御案内のように、ＩＴ社会の進展によりまして、私どもが取り扱う情報量は爆発的に

増えておりまして、一つの試算ですが、２０２５年には現在の約２００倍に増えると言われ

ております。その２００倍増えます結果、消費電力も急増いたしまして、現在の約５倍増え

る。その時点での発電量の約２０％をＩＴ機器が使うのではないか。いかに、この使用電力

を下げていくかということが大変大きな課題になっているわけでございます。 

 ＩＴの省エネ、省電力に向けて、２つの方策が考えられてきています。 

  １つはＩＴを巧みに使うことによって社会システムの省電力を図る。それから、ＩＴ機器

そのものの省電力を図る、この２つでございますが、最初に、ＩＴを活用して省電力を図る

ケースを最近の実績をもとに御紹介したいと思います。 

  これは、都内の高層ビルの冷暖房装置の最適制御の例でございますが、冷暖房のために温

水・冷水をポンプでくみ上げます。そのポンプの消費エネルギーは大変な量になってござい

ますけれども、それを各階の部屋の使用状況を細かくセンシングして、最適なポンプ回転数

にすることで、ポンプの消費電力は約９割減らすことができまして、このビル全体の消費電

力も約５％下げられる、極めてきめ細かい対策で省電力、省エネを図ることができる一つの

実績例でございます。 

  もう一つは、ＩＴ機器そのものの省エネルギーを図るということで、ここに書きましたよ

うな装置につきまして、目標を決めて省電力を図っていく計画になってございますが、本日

御紹介いたしますものは、これに加えてＩＴ機器に必ず情報処理デバイスとして使われてお

ります半導体そのものの省エネを図るという技術でございます。 

  半導体は御案内のように、情報処理を行ってある装置に仕事を指示する、そういうもので

ございますけれども、一つの半導体で数多くの情報処理を行うというのがこれまでの技術で
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ございますが、今日御紹介いたしますのは、幾つかの半導体に仕事を分散させて、結果、ト

ータルとしての消費電力を大幅に下げるという技術でございます。後ほど実演したいと思い

ますけれども、この技術のポイントは、ただいま申し上げましたように、それぞれの半導体

にどうやって最適に仕事を割り当てるのかというソフトウェア、それに応える半導体そのも

の、それをうまく協調させてやることでございまして、極めて最近、日本から発進した新し

い技術でございます。 

  結果、今回の場合には８つの半導体に分けて使って、電力が５分の１以下に下げられると

いうことでございます。 

  こういった技術はここに示しますような半導体で制御するような機器に広く使える適用性

の広い技術でございまして、今後の課題としては、さらなるソフトウェアの最適化、あるい

は半導体そのものの最適化を図っていくという技術開発を進めていく必要があります。 

さらに世界的な規模でこの成果を活用していくためには、製品の普及に加えて国際的な連

携活動、我が国がリーダーシップを握って連携活動を進めていくということが重要でござい

ます。その結果として、世界の環境調和型ＩＴ社会の構築に我が国が貢献できるものと考え

てございます。 

  それでは、早速、こちらの装置でデモを御覧いただきます。 

  ２つの装置がございますが、今回、左側のほうが新しい技術で作られた８つの半導体のシ

ステムで、今画面にいろいろな映像を映す仕事をさせております。右側はこれまでのように、

１つの半導体で左側と同じ８つの映像を処理する仕事をさせております。そのときの消費電

力、ちょっと遠い方は御覧になりにくいかと思いますけれども、同じ仕事をしておりながら、

かたや３６～３７ワットであるのに対し、新技術では２．５ワットで、約１５分の１の消費

電力になっております。 

  さらに、これを８つの画面を処理する必要がないというケースを想定し、画面を消します

と、当然消費電力は下がってまいりますけれども、１つの半導体の場合には、先ほど３６ワ

ットあったのがたかだか２５～２６ワットにしか下がりません。これは１つの半導体がほと

んどそのまま動いているためでございます。一方、８つの半導体の場合には１つの部分しか

動いておりませんので、若干共用して使う部分があるため８分の１にはなっておりませんが、

かなり下がり、消費電力は標準半導体の約５０分の１となります。このように、非常にきめ 

細かく対応して省エネが図られるようになってきております。 

  総理、実感していただくためにこちらにおいでいただけますか。 

 ２４



  こちらが今回の新しい半導体で、この中に実は８つ入ってございます。一方、これがこれ

までの１つの半導体でございまして、消費電力が大きいため発熱が大きく、冷却ファンが必

要です。８つの半導体が入ったほうは、ちょっとお触りいただくとありがたいんですけれど

も、微妙に暖かい程度です。はるかに消費電力が減少する。これまでの半導体のほうは発熱

が大きいため、このように裸では使えません。 

 

【福田議長（内閣総理大臣）】 

  まだ実用化していないの。 

 

【奥村議員】 

  はい、これからです。 

  以上でございます。 

 

【岸田議員】 

  奥村議員、ありがとうございました。 

  それでは、ここで福田総理から御発言をいただきたいと存じます。 

  総理お願いいたします。 

 

【福田議長（内閣総理大臣）】 

  国際競争が激化していく中で、我が国が持続的な経済成長を達成するということは、他国

の追随を許さない技術開発が必要だというふうに思います。そのためには、新たな展開を図

っていく、そういう必要がございます。 

  そこで、革新的な技術戦略の策定に当たりまして、我が国の競争力の強化を図るべき将来

性の高い技術を見極めている。そして、推進のための新たな仕組みを構築していく、この必

要性はございます。また絶え間なく革新的技術が生み出される環境をつくるように最終とり

まとめに向けて精力的に検討をお願いしたいと思います。 

  また、本戦略につきましては、経済成長戦略の重要な柱と位置づけておりますので、どう

ぞよろしくお願いいたしたいと思います。 

それから、世界の温室効果ガスの排出は２０５０年までに半減するという目標達成の成否

は、一にかかって、技術によるというように言ってもよろしいんじゃないかと思います。環

 ２５



 ２６

境エネルギー技術革新計画につきましては、短期的には技術の高度化と普及、中長期的には

抜本的な削減を可能とする革新的な技術開発を推進するとともに、我が国の技術の国際展開

を図ることが重要でございます。 

  引き続いて、関係者の知恵を結集し、我が国が環境エネルギー分野において世界をリード

していけるような計画として、とりまとめをいただきたい、関係大臣の協力も得て、総合科

学技術会議のさらなる検討をお願いしたいと思います。 

  あと、先ほどアフリカとの関係で科学技術協力の御提案ございました。本日のイニシアテ

ィブが発揮できるように関係大臣間でよく相談して具体化をしてほしいと思います。どうぞ

よろしくお願いいたします。 

 

（報道関係者退室） 

 

【岸田議員】 

  どうもありがとうございました。 

  なお、既に御確認いただいております前回の議事録につきましては、本会議終了後、公表

させていただきます。また、本日の配付資料につきましては、この後行う記者ブリーフで公

表することといたします。 

  以上をもちまして、本日の総合科学技術会議を終了いたします。 

  御協力ありがとうございました。 


